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おわりに

は じ め に

これまでのアジア法学会の活動は，本誌２００４

年５月号（浅野宜之会員執筆）および２００７年５

月号（西澤希久男会員執筆）において紹介され

ている。本稿は，２００７年６月２４日（日）に大阪

女学院大学で開催されたアジア法学会研究大会

のシンポジウム「東アジアの戸籍制度からみる

ジェンダー問題」（司会・香川孝三大阪女学院大

学教授）に焦点を当てて紹介する。さらに，本

稿では，「アジアとジェンダー研究の日本の現

状」についても言及する。

本シンポジウムは，日本の法学系学会がアジ

ア法におけるジェンダー問題を初めて本格的に

取り上げたものとして，また，アジア法学会が

ジェンダー問題を初めて本格的に取り上げたも

のとして位置づけることができる。

Ⅰ シンポジウム「東アジアの戸籍制度

からみるジェンダー問題」報告

１．企画趣旨

アジア法学会では，年２回の研究大会のシン

ポジウムのうち，６月は１日をかけたシンポジ

ウムを開催している。かねてより，「ジェンダ

ー」をテーマとして取り上げることは，理事会

で了承されていたが，どのような切り口で取り

上げるかについては，決まっていなかった。

アジアのジェンダー問題といっても多様であ

るので，各国を共通にみることができる一本の

柱が必要であり，また，同時にその国の固有性

が出てくるテーマ設定が求められた。そこで，

東アジアに存在し，その国の家父長制を反映し

ている「戸籍制度」を共通の柱として，その国

のジェンダー問題を取り上げることにした。取

り上げる国は，日本，日本と同じような戸籍制

度を有するとされている台湾および韓国，そし

て，戸籍制度に類似した制度を有する中国およ

びベトナムの５カ国である。東南アジアに分類

されるベトナムを取り上げたのは，次のような

理由からである。ベトナムの戸籍制度は，中国

の影響を強く受け，中国の戸籍制度に類似して

おり，同じ類型のなかに入ると考えられる。

シンポジウムは，次のような問題意識をもっ

て企画された。戸籍制度は，どのように男女間

の性支配と性秩序を作り出し，社会的に女性を

男性よりも低い地位におとしめ，性別役割分業

を固定化しているのか。東アジアにおいて，戸

籍制度は，家父長制と一体となって，ジェンダ

東アジアの戸籍制度からみるジェンダー問題
──２００７年６月アジア法学会研究大会報告──
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ーを国民に浸透させているのではないか。東ア

ジアの戸籍制度の異同を明らかにすることによ

って，その国の家父長制の特質を明らかにでき

るのではないか。そして，その国のジェンダー

がもたらす性差別の構造も明らかにできるので

はないか。したがって，東アジアの戸籍制度を

比較分析することによって，アジアに位置する

日本の性差別構造の根底にあるものを解明でき

るのではないか。これまで，日本のジェンダー

研究は，欧米近代および欧米の家族を前提とし

たジェンダー分析に依拠していた。しかし，そ

のような分析手法だけでは，日本の性差別構造

を十分に解明することはできないのではないか。

今回，初めてアジア法学会で，日本法を取り上

げたのは，そのような問題意識からであった。

以下，第２項と第３項は，基調講演および各

国報告の各報告者のご意向を踏まえて，報告の

内容をまとめたものである。そのため，まとめ

方に統一がないが，ご了解いただきたい。なお，

基調講演および各国報告は，各報告者により論

文として執筆され，２００８年度のアジア法学会誌

に掲載される予定である。

２．基調講演「東アジアの家父長制──ジェ

ンダーの比較社会学──」（瀬地山角・東京大学

大学院総合文化研究科）

『東アジアの家父長制』（勁草書房）を１９９６

年に公刊された瀬地山角先生にお越しいただき，

基調講演をお願いした。基調講演の概要は以下

のとおりである。

家父長概念をめぐっては，社会学，法制史学，

文化人類学，フェミニズムの間に混同があった。

瀬地山先生は，家父長制を，「性と世代に基づ

いて，権力が不均等に役割が固定的に配分され

た規範と関係の総体」と定義する。この定義の

特色は，第１に，「性と世代」の２つの要素を

入れている。単に男性と女性間だけではなく，

年齢や親子関係にもとづく権力の配分も問題に

している。第２に，「権力と役割」を並列的に

定義に入れている。役割は，権力に還元できな

いと考えているからである。ジェンダーをめぐ

る問題では，平等と自由の両方を考える必要が

ある。平等に当たるのは権力の話であり，自由

に当たるのは役割の話である。「男女は違う仕

事をしているけれど対等である」という異質平

等論をおかしいと批判することができる。

性と世代にもとづいて，誰を労働力化し，誰

を家にとどめるのか。そうしたパターンの集積

として家父長制の「型」を論じることができる。

双系制の東南アジアに対して，北東アジアは父

系家族が前提となっており，女性の性に対する

抑圧がある。中国・台湾は共同体家族であり，

均分相続で，老親介護は共同責任となる。朝鮮

半島・日本は，直系家族で，長男偏重である。

家父長制の「型」でみると，台湾は，中国南

方の女性労働規範を背景とした家父長制であり，

出産育児期の女性の労働力率が下がらない。女

性の学歴が上がると，労働力率が上がる。した

がって，主婦の相対的地位が低い。労働力は，

中高年で急激に下がる。中国文化圏に共通の，

高齢者の就業への忌避感がある。

韓国は，儒教の強い朝鮮半島の家父長制であ

る。女性の年齢階級別労働力率は，M字型就労

であり，子どもの受験の世話も母親の仕事にな

っている。学歴の上昇が労働力率の上昇につな

がらない。したがって，主婦の相対的地位は高

い。高齢者の就業は，日本と中国の間の傾向を

示している。

中国は，社会主義による女性の労働力化を行
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っており，女性の年齢階級別労働力率は高原型

を示している。改革開放のなかで，女性のリス

トラや託児所の閉鎖が発生している反面，一部

で主婦が誕生している。社会保障のない農村部

では，高齢者も働くが，都市部では早く引退す

る。高齢者の就業に対する忌避がある。男性の

家事貢献が大きい。

北朝鮮も，社会主義化による女性の労働力化

を行っている。首領制は，儒教色の強い朝鮮半

島の家父長制の影響である。子育ての第一責任

者は母親とされ，女性は二重負担になっている。

男性の家事参加はほとんどない。

日本は，大正期に生まれた母役割規範（これ

は儒教からのものではない）が強く，日本型の家

父長制を形成している。女性の年齢階級別労働

力率は，M字型で，子どもが３歳になるまで，

もしくは就学まで働かない傾向がある。学歴別

労働力率は，台湾と韓国の中間で，主婦の相対

的地位は高い。高齢者の労働力率は，著しく高

い。このように，欧米と比較するよりも，儒教

文化圏とされる東アジアと比較することによっ

て，日本の特徴を明らかにできる。

社会体制は，ジェンダーの構造の上に接ぎ木

されたにすぎない。もともとあるその社会のも

っている規範があり，それがにじみ出る（土着

化）。子どもをもっても働く「中国系社会」に

対して，子どもと母親がセットにされる「朝鮮

半島」が対比できる。「日本」はその中間であ

る。高齢者の就業にたいへん積極的な「日本」

に対して，消極的な「中国社会」が対比できる。

「朝鮮半島」は，その中間である。

誰を労働力とし，誰を非労働力化するかは，

必ずしも経済的に決定されるのではなく，その

社会のもつ性と世代にもとづく規範（家父長制）

に影響されている。

瀬地山先生の基調講演は，アジア法の立場か

ら大変興味深く，また，東アジアのジェンダー

問題をみる大局的な視点を，提示して下さった。

３．各国報告

各国報告の概略を紹介する。

（１）第１報告「日本の戸籍制度とジェンダー」

（神尾真知子・日本大学法学部）

日本の戸籍法は，１８７１（明治４）年に制定さ

れ，９８（明治３１）年の民法の制定よりも先行し

た。戸籍制度は，民法施行以前に，戸主の権力

的地位を作り出し，一家の家族員の身分的支配

を行う戸主を通して，明治政府は，国家支配体

制を確立した。戸籍制度と民法は，国家支配体

制の末端として機能する家父長制を作り出し，

定着させた。

明治民法において，妻は夫の家に入り，出生

の氏を失い，そして，民事上の権利能力も失い，

法的に差別的取扱いを受けた。同じ家に属する

か否かは氏によって表象され，氏が同じかどう

かによって，親権，扶養，相続などの家族法上

の効果が異なった。

日本の現行戸籍制度の概要は，紙幅の関係で

省略し，現代の戸籍制度とジェンダー問題の報

告部分を紹介する。

第１に，戸籍制度は，性別役割分業の近代家

族を表象し，再生産している。

戸籍は，目にみえる形で，特別の団体を作っ

ているという意識を人々に与える。民法も他の

法律も，「家族」を定義していない。実質的に，

戸籍が人々に「家族」を意識させている。親（夫

婦）と子という二世代をひとつの単位として記

載する戸籍が作り出している家族は，「社会通

念としての家族」を形作る。その「社会通念と
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しての家族」は，性別役割分業夫婦である。国

は，性別役割分業夫婦を「標準世帯」として，

様々な法制度において制度設計のモデルとして

いる。例えば，厚生労働省は，厚生年金額の計

算において，「夫が平均的収入（平均標準報酬３６．０

万円）で４０年間就業し，妻がその期間すべて専

業主婦であった世帯」を基にしている。

さらに，戸籍と住民票が一体となって，性別

役割分業夫婦の夫であることが，企業の人事制

度において優位に扱われている。戸籍筆頭者が

住民票の世帯主となることが多く，企業は，家

族手当の支給などに「住民票の世帯主であるこ

と」を支給基準として使っている。

なお，戸籍は，法律婚夫婦しか記載しないの

で，トランスジェンダーの場合の戸籍における

性別変更に対して，「現に婚姻していないこと」，

「現に子どもがいないこと」，「生殖能力はない

こと」などが条件となっている（性同一性障害

者の性別の取扱いの特例に関する法律）。すなわ

ち，戸籍法は，異性間の法律婚家族である「父

親がいて，母親がいて，子どもがいる」という

近代家族以外の記載を認めない。また，法律婚

の尊重が，戸籍における非嫡出子への差別的記

載（２００４年まで）を生み出している。戸籍制度

は，「法律婚の近代家族」以外の家族や人々を

区別し，排除している。

第２に，戸籍の「氏」へのこだわりが，男尊

女卑を生んでいる。

民法７５０条の夫婦同氏の原則により，多くの

夫婦は，戦前の家制度の意識を引きずり，夫の

氏を選択している。氏が同じになることによっ

て，「夫の家の家族になる」という共同体意識

を人々に与えている。氏は，戸籍上明記される

ことを通して，男系直系の「家」の存続と継承

を可視化している。

日本には，もうひとつ「家」の存続と継承を

可視化しているものがある。それは，お墓であ

る。日本のお墓は，その家の氏が墓碑銘に刻ま

れ，代々継承者を決め，継承者が管理料を払っ

て永続的に使用していく制度を取っている。通

常は，氏を受け継ぐ者が，お墓も継承していく。

氏を受け継ぐ者の多くは男性であるので，特

に農村において，家の継承者として男の子，特

に長男の価値を女の子よりも高いものにしてい

る。

さらに，戸籍の続柄の記載が，「長男」の特

別視を助長している。戦前においては，子ども

の男女の別および長幼の序は，徴兵や相続にお

いて大きな意味をもっていたので，戸籍に記載

する理由はあったが，現行民法では，もはやそ

の理由はなくなったにもかかわらず，存続して

いる。「長男」という記載は，その存在と役割

を，本人，親，きょうだい，親戚に対して意識

化させている。

氏を通した男系直系の家の継承が，今なお主

流であり，そのことが，社会的な女性の価値と

地位の低さをもたらしている。日本の性差別構

造に横たわる根強い男尊女卑の意識は，戸籍と

氏が醸成している。

第３に，戸籍制度は，男女間の性秩序（序列）

を形成している。

戸籍制度と民法は，連動しており，民法７５０

条により，選択された方の夫婦の氏が，戸籍筆

頭者になる仕組みになっている。戸籍筆頭者を

中心にすべての家族員は続柄を記載される。主

たる存在となる自律的な夫に対して，従たる存

在となる他律的な妻という男女間の序列が形成

される。また，戸籍筆頭者が死亡しても，戸籍

������� 学 界 展 望 �������������������������������

58



筆頭者は戸籍上存続し続けるので，死ぬまで妻

は，従たる存在として位置づけられ続ける。そ

れは，「夫婦は同氏であり，同戸籍」という戸

籍法の原則から，夫婦は別々の戸籍を作ること

ができないからである。

（２）「台湾の戸籍とジェンダー」（鈴木賢・北

海道大学大学院法学研究科）

日本の植民地支配時代は，戸籍制度は，警察

行政の一環であり，植民地支配の道具として使

われた。国民党統治時代は，戸政事務所は警察

に隷属していたが（「戸警合一」），１９９２年に，戸

籍制度は，警察から民政機関に移管し，本省人

と外省人の対立を緩和するために，本籍を廃止

し，出生地を採用した。１９９７年には，戸籍の完

全コンピュータネットワーク化がされた。現行

戸籍制度は，戸籍法（１９３１年制定，その後何度か

部分改正）によって定められている。

戸籍は，「戸」（世帯）を単位に編成され，３

つの種類がある。第１に，共同生活世帯（同一

の居所で共同生活を営む一家。民法上，「家」とは，

「永久に共同生活を営むことを目的として同居す

る親族共同体」を意味し，範囲に限定はなく，血

縁がなくても構わない），第２に，共同事業世帯

（同一の主管者のもとで共同事業の経営に従事す

る者，親族関係を要件としない），第３に，単独

生活世帯（単身。いかなる個人も可）。

記載される家族の順番は，◯１戸長，◯２戸長の

配偶者，◯３戸長の直系尊属，◯４戸長の直系卑属

（子は出生の前後による），◯５戸長の傍系親族，

◯６その他の親族，◯７寄居人（同居者）である。

戸長が戸籍筆頭者となるが，戸長は，家長な

いし主管者がなる。民法の規定によると，家長

は，親族団体のなかから推定するとされている。

推定がない場合は，家のなかでもっとも尊輩の

者（年齢よりも世代を重視）をあてる。尊輩者

が複数いる時は，年長者をあてるなどとなって

いる。規定上は，ジェンダー中立であるが，現

実には，ほとんど父（夫）が戸長となる。

戸籍には，全戸共通事項として，a）行政区

画，住所，b）戸長変更記事，c）全戸動態記

事（転入年月日），各個人事項の基本欄として，

a）戸長かどうか，戸長にたいする続柄，b）

姓名，c）出生別（性別，出生順），d）生年月日，

e）国民身分証番号，f）出生地，g）父母氏名，

h）配偶者氏名（職業，教育程度は廃止），記事

欄として，a）出生事項，b）婚姻事項，c）離

婚事項，d）縁組事項，e）離縁事項，f）死亡

事項，g）移転事項，h）兵役別事項（現役，備

役，除役）が記載される。

戸籍登記の種類には，第１に，身分登記があ

り，出生，認知，養子縁組・離縁，婚姻・離婚，

後見，死亡・死亡宣告の年月日，その事実が記

載され，移転登記として，転入，転出，住所変

更の年月日，その事実が記載される。

台湾には，日本のような住民基本台帳制度は

ないので，戸籍は住所を表すものとなっている。

したがって，住所の変更は，戸籍の変更をもた

らす。両親が新しい家に引越して，戸籍を移し，

子どもが元の家に残って住んでいる場合は，子

どものなかの年長者が元の戸籍において戸長に

なり，戸長の変更が行われる。ただし，現実に

は，住所を変更しても，戸籍を移さない人も多

い。戸籍にもとづいて戸口名簿，国民身分証が

全員に発給される。国民身分証は，日常生活で

重要な意味をもっている。

「姓不変の原則」があり，家族の氏というも

のは存在しない。中国文化では，姓とは父系血

統のシンボルであり，人為的には変更しえない
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と考えられている。したがって，女性は，結婚

しても姓を変えなかったが，そうすると家のな

かで姓が違うのは母＝妻だけになり，父方血統

を共有しないのは唯一妻であり，永遠に女性は

他人であったという差別的な側面もあった。例

外的に，自分の姓の前に，配偶者の姓を重ねる

「冠姓」は可能である。現行民法では，夫婦双

方とも冠姓が可能となっている。

２００７年５月４日の民法改正により，子どもの

姓は，出生登記以前に，夫婦の書面による約定

によって，夫婦何れかの姓になるかが決まる。

その後，１回に限り姓の変更が可能である。こ

れは，中国文明において画期的なことである。

しかし，実際に，母の姓を継ぐようになること

はむずかしい。

戸籍には，長男，二女など子どもの性別と出

生順を記載する。儒教的倫理では，長幼の序は

重要であり，アイデンティティの問題である。

トランスジェンダーの性別変更に関する法律

はないが，実務では，性別再適合手術が終了し

ていることの医療機関の証明があれば，戸籍や

国民身分証の「出生別」や「性別」の変更を認

めている。結婚していることや子どものいるこ

とも性別変更の障害とはならず，事実上同性婚

を容認していることになるが，正面からは議論

されていない。性別変更後の婚姻も可能である。

台湾での戸籍の利用目的と機能は，a）国籍

証明，b）身分関係の公示，c）婚姻・協議離

婚の発効要件（創設的届出事項），d）出生年月

日，氏名，性別，親族関係，身分関係の変動な

どの証明，e）行政上の施策の根拠（義務教育，

兵役，選挙，課税など）となっており，兵役管

理などの行政目的の利用が顕著である。

日本の戸籍との違いは，次のようになる。第

１に，同一戸籍に１対以上の夫婦とその子を記

載できる。第２に，三世代以上の親族の記載が

できる。第３に，氏の異なる者，親族以外の者

の記載ができる。第４に，夫婦は別々に戸籍を

編成することが原理的にできる。第５に，「夫

婦単位の原則」，「三代戸籍禁止の原則」，「同一

戸籍同氏の原則」，「一夫婦一戸籍の原則」は，

いずれも存在しない。

ジェンダーの視点で，台湾の戸籍制度をみる

と，現行法制度上は，男性優位のジェンダー秩

序を維持しようとする装置はほとんど撤廃され

ている。ジェンダー中立的にできている。この

ように，台湾法の「家」では，法規定上は男性

優先とはされていない。ただし，社会実態とし

て男性優位になっており，戸長は男性になって

いるが，ことさらそのことを推進する制度的な

装置はない。社会的にも男女の性差は，着実に

解消される方向に向かっている。その点で，ア

ジアの優等生といえよう。司法試験合格者に占

める女性の割合は半分である。被告人以外は女

性という裁判を傍聴したことがあり，それは日

常的になっている。

しかし，楽観できないことがある。最近台湾

男性は，台湾女性と結婚しなくなっている。と

りわけ，農村の嫁として，中国，ベトナム，イ

ンドネシアなどから女性が大量に台湾に来てい

る。人身売買的なことが行われていたり，外国

人の妻に対して暴力がふるわれたりしている。

台湾女性の地位が上がって，男性に従属させる

ことができなくなり，ゆがんだことが発生して

いる。つまり，台湾女性の地位の向上が，差別

を外に移転させている。従属する女性を外に求

めている。

（３）「韓国の身分登録制度──父系血統主義
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からの脱却──」（青木清・南山大学法学部）

韓国の家族制度の根本にある父系血統主義が

戸籍制度に取り入れられていた。しかし，憲法

裁判所の違憲判決を受けて，家族法が改正され，

戸籍制度も，個人別に区分して作成するな

ど，２００８年１月１日から大きく変わる。

（４）「中国の戸籍制度とジェンダー問題」（河

村有教・海上保安大学校）

戸籍制度は，東アジアで「戸」とよばれる，

中華文明圏で成立した，家族集団の認定を基礎

とするものである。「戸」の制度化については，

東アジアのなかで，それぞれの国の文化，社会，

政治体制にあわせて定着し，ローカル化してい

る。東アジア内部の戸籍制度の比較の視点から，

本報告においては，建国以後の中国の戸籍制度

の概観について，とりわけ中国の戸籍制度の役

割について述べ，さらに，シンポジウムの共通

テーマであるジェンダー問題について，戸籍制

度との関係で日本で議論されている◯１夫婦別姓，

◯２非嫡出子（婚外子）差別，◯３トランスジェン

ダーの問題をとりあげて，それぞれ検討したい。

中国における戸籍制度は，日本の戸籍制度の

ように親族的身分関係を一元的に把握するもの

ではなく，国家の警察取締・行政管理的な色彩

が強く，公法的制度といっても過言ではない。

したがって，戸籍を管理するのは，公安機関で

ある。戸籍登記は非公開であり，各戸に発給さ

れる戸籍簿に記載される身分事項は限定されて

おり，婚姻登記等による婚姻，離婚，養子縁組

等の身分変動が戸籍簿に反映されない場合が多

い。

中国では，１９５８年１月に「戸口登記管理条例」

が制定され，それにもとづいて，一元的な国民

の戸籍管理が実施されてきた。戸籍に記載され

る家族は，居住共同体としての「戸」を単位と

する。通常は親族関係と一致するが，例外的に

親族関係のない者同士が戸を構成する場合もあ

る。たとえば，工場内の寮の住人で戸を構成し

た場合は，工場長が戸主になる。

家族全員の生年月日，出生場所，民族，国籍

等が記載されたものが各家庭に発給される。こ

れを俗に「戸口本」（戸籍本）と呼んでいる。

戸口本にもとづいて人口計画が実施され，居民

身分証やパスポートが発給されている。

戸籍登記は，国籍の証明，あるいは計画経済

の基本単位という意味だけではなく，個人の定

住場所の管理という意味も有している。たとえ

ば，戸口登記管理条例の第１５条は，３日間以上，

常住登記住所を離れて外泊する場合は，行き先

の現地所轄公安局に「暫住（臨時）登記」する

ことを義務づけている。ホテルに投宿する場合

は，ホテルのフロントで宿泊登記することで足

りる。さらに，３カ月以上常住登記住所を離れ

て暮らす場合は，実態に合わせて，暫住登記の

延長，または常住戸籍の移転登記が義務づけら

れている。正当な理由が認められない場合は，

元の住所に戻らなければならない。もし，戸籍

登記関連機関である公安局が管轄区域内に不審

滞在者を見つけた時は，身柄を拘束し，さらに

は刑事責任を追及することもできる。

１９９０年以降，国有企業の改革が進んだ結果，

かえって企業単位の管理から住所を軸とする居

民生活全般，治安，福祉，社会保険等にかかわ

る分野の管理，国籍管理，計画出産，徴兵管理

の重要性が増し，戸籍制度の管理が中国社会制

度の基盤をなす重要なシステムとして再認識さ

れてきている。

中国社会は，歴史的・伝統的に都市と農村は
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明確に切り離されており，現在でも社会保険や

治安維持等の点から農村戸籍から都市戸籍への

移転は実際には極めて困難であるが，一部の工

業団地では，特例として，臨時戸籍登記制度を

設け，外部からの人材を受け入れやすくしてい

るところも少なくない。たとえば，外資企業の

設立が相次ぐ江蘇省では，地方から出稼ぎの労

働力を確保するために，２００３年５月から戸籍登

記規制を緩やかにする新しい戸籍登記管理制度

の導入が試験的に行われている。また，北京や

上海においては，優秀な専門的人材を「新市民」

として，市外あるいは海外から招聘するグリー

ンカード制（工作居住証）制の導入も試みられ

ている。以上が中国の戸籍制度についての概観

であるが，以下では，日本で戸籍制度との関係

で議論されているジェンダー問題を中心にとり

あげたい。

家族の変容に対応して，さらにはジェンダー

の平等という理念を実現する方向で，欧米諸国

においては家族法の改正が行われている。伝統

中国の社会においては，婚姻後，一般に妻は夫

の姓を称するか，または自己の婚姻前の姓の上

に夫の姓を冠し（「冠姓」），また婿入りの場合

は，夫が妻の姓を称するか，自己の婚姻前の姓

の上に妻の姓を冠するのが慣習であった。中国

共産党による中国建国以後は，婚姻法において，

夫婦は双方ともそれぞれ自己の姓名をもちいる

権利を有するとされ，婚姻後も婚姻前の自己の

姓を称し続けることが可能になった。現在では，

双方の合意によって，別姓か同姓か，あるいは

冠姓かのいずれかを選択することができる。

１９８０年代に実施された社会調査によれば，別姓

を選択する夫婦が大半を占めているとされる。

姓の変更については，戸口登記機関に対して変

更登記の申請を行い，正当な事由が認められる

限り，戸口登記機関の許可を得て変更すること

が認められている（戸口登記条例１８条）。

日本の戸籍は，かつては戦前の家制度のもと

での「家籍」であり，戸主である「家長」が筆

頭者となり，他の家族構成員は上下の身分的序

列関係で結ばれていた。戦後も封建的家父長制

的家制度は廃止されたものの，戸籍制度は家族

単位となり，古い続柄の記載はそのまま温存さ

れてしまった。したがって，父母との続柄欄も，

嫡出子，婚内子は「長男」「長女」「二男」「二

女」などと記載されるのに対して，非嫡出子，

婚外子は「男」「女」などと表記されてきた。

この記載方法自体から婚姻によって生まれた子

とそうでない子の差別扱いは誰の目にも明らか

であった。一方，中国では，婚生でない子の父

子関係に関しては，◯１法的には婚生子と婚生で

ない子の間には差異はなく，婚生でない子は婚

生子と同等の権利を有するので（婚姻法第２５条），

婚生子か婚生でない子かの区別は戸籍登記にお

ける申告・登記の事項とされておらず，また◯２

婚生でない子について父子関係の認定をする必

要はなく（戸籍登記には，わが国の戸籍のような

父母の氏名を記載する欄はない），戸主である父

の戸籍に登記する場合でも（戸主との続柄を認

定する必要がある），父自身が自分の子であると

認めておりその申告どおりに登記することにな

るので，実務上戸籍登記の場面において婚生で

ない子の父子関係の認定が問題になることはな

い。しかし，婚外子の地位の平等は法の建前の

問題であり，現実社会では，婚外子を産むこと

は，倫理や道徳に反し家の恥であるととらえら

れている。人口抑制策のなかでは，婚外子を産

むことは違法な行為との認識も強く，社会的な
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非難も大きい。婚外子が生まれると，他家に養

子に出したり，戸籍に記載したりしないことが

多い。

最後に，身体の性と心の性が調和しない性同

一性障害，トランスセクシュアリズムと戸籍制

度との関係について述べる。中国では，性同一

性障害による戸籍の性別記載の変更が認められ

ているのだろうか。１９９０年初め頃から中国にお

いても性別再指定手術を受ける者が年々増えて

きており，手術を希望する者も約１０００人は超え

る状況のようである。そのような状況において，

現在のところ性別再指定手術を受けた者の戸籍

変更に関する法律は整備されていないが，性別

再指定手術を受けた者の戸籍の変更の問題につ

いては，実務の慣行で解決されているとのこと

である。先にも述べたとおり，中国の戸籍の管

理は公安機関の権限であるが，性同一性障害者

は，性別再指定手術を受ける際には，病院に，

精神科専門病院の診断書，本人の意思による旨

を表示する書面，両親の同意書面，両親および

本人の性別再指定手術の申請書，公安局の性別

変更の許可書が必要になる。公安局の性別変更

の許可書は，手術後の戸籍変更の仮許可にあた

り，手術を終えた後，手術を実施した病院の証

明書を提出して，公安局で戸籍簿上の性別記載

の変更を行っている。また，性別再指定手術を

受けた者の結婚も認められているようである。

（５）「べトナムの戸籍制度とジェンダー問題」

（香川孝三・大阪女学院大学国際・英語学部）

ベトナムは，合計２０００年にわたり，中国から

直接および間接の強い影響を受けた。特に，ベ

トナムの北部は，儒教が浸透し，ゾンホといわ

れる父系制の親族組織が存在している。上流社

会ほど，ゾンホが存在している。祖先崇拝が行

われ，家譜が作られ，一族の長が祠堂を守り，

祭祀を主宰し，一族のつながりを維持する責任

をもつ。社会主義になり，ゾンホは，弱体化し

つつあるが，最近，市場経済化で復活している

といわれている。

１４８３年のホンドック法は，中国法を参考に，

ベトナムの慣習を若干考慮して制定された。１８

世紀末まで効力をもった。家父長制を強化する

法典だったが，相続に関して，男女平等な地位

を定めるなど，慣習法を反映したものと考えら

れている。ホンドック法典が制定された黎朝時

代の５代の王の時に，律令制度を完成し，この

時に，ベトナムに戸籍制度が確立したといわれ

ている。

１８１２年に公布されたジャロン法典では，慣習

法にもとづく規定がなくなり，家父長制を強化

するための規範になった。ベトナムに，「王法

も村の垣根まで」という諺があり，国王の制定

する規範の影響力は限定されている。農村では，

村の慣習法である郷約の存在を無視することは

できない。郷約では，結婚は，親の決定により，

また，婚姻しても姓は変わらず，子どもは父親

の姓を名乗るという慣習が定着している。

フランス植民地時代は，家族法を作る時に，

慣習の調査にもとづいて法律を制定した。植民

地支配にとって好都合であったので，父系社会

の伝統をそのまま温存する方針を採用した。フ

ランス植民地政府は，戸籍制度を創設し，出生，

婚姻，死亡等の証書についての規定を設けた。

しかし，戸籍制度には不備があり，すべてのイ

ンドシナの人々を把握していたわけではない。

１９４５年９月の独立宣言後，社会主義社会の時

代になると，男女平等を推進し，儒教的な規範

は急速に弱まった。１９４６年憲法９条で，男女同
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権を規定し，６０年に，婚姻・家族法が定められ

た。フランス植民地時代に認められていた一夫

多妻が廃止され，一夫一婦制が採用され，婚姻

登録制（それまでは儀式婚）が採用された。１９８６

年に，第６回共産党大会でドイモイ政策の導入

が採択された。市場経済化によっても，伝統的

な家父長制が存続しており，「家父長的な社会

主義」であると指摘されている。そこで，２００６

年１１月に男女平等法案が国会を通過した。

現在，ベトナムの戸籍制度に関する法律は存

在せず，婚姻・家族法にもとづいて，首相が出

す政令が，戸籍について定めている。今，法整

備支援事業の一環として，戸籍法の立法化に，

日本が協力することになっている。

戸籍には，戸籍筆頭者，その配偶者，子，養

子が記載され，二世代戸籍となっている。戸籍

の記載順序は，◯１戸籍筆頭者，◯２その配偶者，

◯３年齢順による子，◯４養子となっている。子の

中には，認知された子も記載され，婚内子も婚

外子も同じ権利をもち，差別はない。これは，

ベトナム戦争の影響で，若い男性が亡くなった

ので，シングルマザーがかなりいたことが理由

である。

もうひとつ，ベトナム戦争の影響で，逃げる

ときに親とはぐれてしまい，戸籍のないままの

子どもがいる。そのために教育を受けられなか

ったり，いい仕事につけなかったりした。貧し

くて，戸籍を回復する費用さえ出せないことが

生じている。また，少数民族のなかに，戸籍の

何たるかを知らず，子どもが教育を受けられな

いことも発生している。

戸籍筆頭者の決め方は，夫婦の話し合いで決

めてよいと規定されているが，実際は夫が多い

という統計が出ている。２００１年の世帯調査によ

ると，戸籍筆頭者は，男性７８パーセント，女性

２１．７パーセントとなっている。ハノイでは，女

性が４０パーセント，戸籍筆頭者であった。それ

は，独身，未亡人，子どものいる離婚女性，夫

が家庭から遠くに離れて暮らしている女性であ

った。一般的に，夫が絶対的に大きな権限を行

使していないところが，ベトナムの特色である。

しかし，性別役割分業は残っている。

戸籍には，出生，婚姻，離婚，認知，養子，

後見，性の変更，民族の変更が記載される。ベ

トナムでは，５４の民族があり，婚姻により，民

族を変更することがよくある。その点は，中国

の戸籍と同じである。夫婦の氏は，制度上は話

し合いで決めると定められているが，実際は，

夫婦別氏が普通である。その子どもは夫の姓に

合わせることが慣習になっている。

トランスジェンダーの戸籍上の扱いは，政令

によって，医学的証明があれば性の変更を認め

ている。性の変更を認める民法改正法案が国会

に出され，議論を呼び，結局まとまらず成立し

なかった。その後，政令によって，規定ができ

た。将来的には法律になることも考えられる。

ベトナムの婚姻・家族法では，同性の婚姻の

婚姻登録は拒否すると定められている。

４．シンポジウムを終えて

シンポジウムを終えて，「東アジアの戸籍制

度からみるジェンダー問題」の研究において，

不可欠な視座がみえてきた。

第１に，東アジアの戸籍制度は多様であると

いう視座である。これまで，東アジア，特に韓

国と台湾には日本と同じような戸籍制度がある

と指摘されてきたが，今回のシンポジウムによ

って，日本の戸籍制度とはまったく異なってい

ることが明らかになった。日本の植民地支配の
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下で，戸籍制度を継受した韓国と台湾ではある

が，その国の固有の家父長制の影響を受けた継

受であったこと，そして現在のその国での戸籍

制度の位置づけが日本とは異なっていることな

どから，戸籍制度および戸籍制度のジェンダー

への影響に相違をもたらしている。その国の言

語を理解し，その国の言語で書かれた文献を読

み，その国の実状をよく知っているアジア法研

究者であるからこそ，明らかにできたことであ

ると考える。

第２に，第１の視座と深く関連するのである

が，東アジアの戸籍制度において日本の戸籍制

度は非常に独自であるという視座である。日本

の戸籍制度は，近代国家建設の際に，明治政府

がめざした国家体制の基盤を構築する重要な手

段として創設され，修正が加えられてきた。戸

籍制度の精緻さは，支配体制の精緻さの表象で

あり，かつ，日本的家父長制と日本的ジェンダ

ーを全ての国民に浸透させる装置でもあった。

日本固有の性差別構造の解明には，戸籍制度の

解明が不可欠である。

第３に，ジェンダーを作り出すものは，国家

規範だけではなく，その社会のもっている規範

も重要であるという視座である。シンポジウム

では，瀬地山先生に対して，「日本について，

国策的要素以外の要素の方が，制度の形成・定

着に大きく影響していると考えるのか」という

質問が出された。それに対して，瀬地山先生は，

次のように回答された。「戸主制度の確立の面

からみると，もともと氏などもっていない人が

たくさんいたので，その人たちにとって戸主な

るものを作り出したという効果があった。一方，

日本の家父長制のひとつの特色は，『母親と子

ども』という強いセットになっているという観

念にあって，そのメカニズムは国策とは違う成

立要因があったのではないかと考えている」。

各国報告のなかで，戸籍制度は制度としてジ

ェンダー中立的であっても，実際には家父長的

な実態があるという指摘があった。戸籍にまつ

わる国家規範と社会規範の両方から，問題をと

らえることが必要である。

第４に，戸籍のもつ公法的側面からアプロー

チする視座である。「戸籍の確定は，国民・市

民の確定にかかわり，徴税や納税に関わる問題

であり，そのうちの一部が親族・相続に関わる

問題であると考えるので，公法上の問題ではな

いか」という質問があった。本シンポジウムは，

戸籍制度のもっている私法的側面に焦点をあて

たが，国民確定という公法的側面からも検討す

ることが必要であるという視座を得た。

Ⅱ アジアとジェンダー研究の日本の現状

１．全般的状況

２００４年６月のアジア法学会研究大会において，

筆者は，「ジェンダー法学とアジア──日本の

場合──」と題する報告をした。報告では，そ

れまでに公刊された法女性学，ジェンダー法学，

フェミニズム法学の教科書を，「日本のジェン

ダー法学は，どのようにアジアをとらえている

のか」という視点で分析した。

その結果，次のことが明らかになった。第１

に，ジェンダー法学の対象から，アジアは欠落

しがちである。アジアに無関心のため，アジア

のジェンダー問題がみえていない。第２に，ジ

ェンダー法学において，アジアは無視されてい

る。一般に参考にすべき比較対象足り得ないと

アジアはみられている。第３に，ジェンダー法
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学は，アジアを遅れているとみている。その根

底には，脱亜入欧の考えがあり，欧米を無批判

に目指すべきモデルとする単線的発展論を取っ

ている［神尾２００６，２１５―２３１］。

同報告から４年近く経過しているが，日本の

法学におけるアジアのジェンダー研究は進捗し

ていない。

２．研究会・学会の状況

日本のジェンダー研究は，まず女性学から始

まった。１９７０年代に，日本女性学研究会（７７年），

国際女性学会（７７年），女性学研究会（７８年），

日本女性学会（７９年）が，相次いで結成された。

女性学関連の研究会・学会には，研究者だけで

はなく，一般市民も参加しており，アジアに対

する関心をもっている。たとえば，日本女性学

研究会の機関誌である『女性学年報』には，韓

国，台湾，中国に関する論文が計１０本掲載され

ている。そのうち，アジア法に関連する論文と

して，１本掲載されている。

また，日本のジェンダー研究は，学問的には

社会学から始まった。既存の学会で，ジェンダ

ーを大会テーマ部会のひとつに初めて取り上げ

たのは，日本社会学会であった（１９８６・８７・８８

年）。日本のジェンダー研究を切りひらいてき

たのは社会学であるので，現在においても社会

学におけるジェンダー研究は盛んである。最近，

法学の領域以外の学会では，比較家族史学会

が，２００６年の学術総会シンポジウムで，「グロ

ーバル化のなかの家族とその変容──アジアに

おける家族とジェンダー──」をテーマとした

ことが注目される。社会政策学会はジェンダー

の分科会を常設している。

ジェンダーを学問的に研究する学会とし

て，１９９７年に日本ジェンダー学会，２００３年にジ

ェンダー法学会，２００４年にジェンダー史学会が

設立された。ジェンダー法学会は，設立以来４

回の学術大会を開催してきたが，アジアのジェ

ンダーをテーマとした報告はなされていない

（以上，研究会および学会の動向については，三

成［２００５］を参照した）。

３．ジェンダー関連の組織

最近は，大学などでジェンダー研究に関連す

る組織を有するところが出てきた。財団法人新

潟県女性財団のホームページには，大学では１３

大学，研究機関等では３機関が掲載されている。

そのうち，アジアとジェンダー研究に取り組

んでいる機関として，アジア女性交流・研究フ

ォーラムとお茶の水女子大学が注目される。

アジア女性交流・研究フォーラムは，いわゆ

る「ふるさと創生事業」として，北九州市が１９９０

年に設立した交流・研究機関である。交流活動

としては，会議の開催や国際会議への出席など

がある。研究活動としては，専属の研究員と客

員研究員がいて，各自のテーマについて研究を

している。そして，アジア女性に関する様々な

出版物を出している。『アジア女性研究』（機関

誌・年１回発行，英語版あり），環境シリーズ，

起業家シリーズ，ドメスティック・バイオレン

スシリーズ，客員研究員研究，アジア家族研究

シリーズ，アジアの働く女性シリーズ，アジア

女性シリーズ，海外通信員レポート集，中間階

層の研究シリーズなどで多彩である。

お茶の水女子大学は，２１世紀COEプログラ

ム「ジェンダー研究のフロンティア」の中で，

アジアを取り上げている。プロジェクトA「政

策と公正」のサブプロジェクトには，「A１ア

ジアにおけるジェンダー政策とその評価に関す

る研究」「A２アジアにおける国際移動とジェ
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ンダー配置に関する研究」「A３ローカル・セ

ンシティブな『開発とジェンダー』政策の構築

に関する研究」がある。このうち，「A１アジ

アにおけるジェンダー政策とその評価に関する

研究」の成果として「『台湾におけるドメステ

ィック・バイオレンス政策調査研究』報告書」

が公刊されている。比較法としてアジア法が取

り上げられる数少ないテーマが，ドメスティッ

ク・バイオレンスである。プロジェクトC「身

体と医療・科学・技術」のサブプロジェクトに

は，「C１＆C２＆C５『アジア』における『ジ

ェンダーと科学技術史・政策』に関する研究」

がある。総括プロジェクトとして，「ジェンダ

ー研究と＜アジア＞」を設置し，アジアにおけ

るジェンダー研究ネットワークの形成を図ろう

としている。同プロジェクトの成果は，「F－

GENSジャーナル」として公刊されている。

また，お茶の水女子大学大学院人間文化創成

科学研究科に，ジェンダー学際研究専攻が置か

れている。これまでの課程博士の学位取得者の

テーマをみると，アジアのジェンダーをテーマ

とした博士論文がいくつかみられる。

４．ジェンダー関連書籍

国立国会図書館のNDL−OPACで，「ジェンダ

ー」と「アジア」をキーワードに入れて和書の

検索をしてみると，７４件出てくる。「アジア」

と「女性」で検索すると，１７２件出てくる（２００８

年１月１４日現在）。これらの本のテーマをみると，

人権，家族，開発，労働などである。しかし，

法的な視点や分析によるものは，ほとんど見当

たらない。

アジア経済研究所からは，アジアとジェンダ

ーに関連する本がこれまで３冊発行されている

が［森・水野１９８５；押川１９９７；村上２００２］，法

的な視点には立っていない。

お わ り に

法学におけるアジアのジェンダー研究は，以

上みてきたように，緒にもついていない状況で

ある。本シンポジウムを第一歩として，アジア

法学会が，そのような状況を打破し，日本にお

けるアジアのジェンダーの法学的研究の先導を

していくことを期待したい。
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